
第３期障がい福祉計画のサービス見込み量に対する実績について

24年度 25年度 26年度

24年度達成率
(%)

（実績(b)/計画
(a)）

達成状況 評価と課題

計画(a) 29,910 33,495 36,854

実績(b) 25,525 85.3

計画(a) 926 1,037 1,141

実績(b) 818 88.3

計画(a) 961 979 997

実績(b) 1,176 122.3

計画(a) 54 55 56

実績(b) 68 125.9

計画(a) 2,213 2,326 2,445

実績(b) 3,096 139.9

計画(a) 151 157 163

実績(b) 160 106.0

計画(a) 6,284 6,598 6,598

実績(b) 8,149 129.7

計画(a) 20 21 21

実績(b) 23 115.0

計画(a) 372 372 372

単位

指
定
障
害
福
祉
サ
ー

　利用者数が増加し，指定事業所の確保が必要となっている。

　利用者の増加が続き、事業所におけるヘルパー人材の確保が必要と
なっている。

時間分
計画した見込み量に対し

人分

行動援護

時間分
(3月分)

達成できた(100％以上)

重度訪問介護

時間分
(3月分)

達成できた(100％以上)

サービス種別

訪
問
系
サ
ー

ビ
ス

居宅介護

時間分
(3月分)

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

同行援護

時間分
(3月分)

達成できた(100％以上)

人分

人分

人分

　利用者のニーズが拡大し1人当りにかかる利用時間が増加するな
か、必要なサービス量を見極めて支給決定する必要がある。

指定事業所がないため，今後、指定事業所を確保する必要がある。

　利用者のニーズが拡大し1人当りにかかる利用時間が増加するな
か、必要なサービス量を見極めて支給決定する必要がある。

【資料４】

計画(a) 372 372 372

実績(b) 0 0.0

計画(a) 1 1 1

実績(b) 0 0.0

計画(a) 1,640 1,736 1,808

実績(b) 1,375 83.8

計画(a) 205 217 226

実績(b) 192 93.7

計画(a) 27,148 28,490 29,612

実績(b) 25,278 93.1

計画(a) 1,234 1,295 1,346

実績(b) 1,149 93.1

計画(a) 109 109 109

実績(b) 108 99.1

ー

ビ
ス

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

　サービス提供事業所が限られているため、指定事業所を確保する必
要がある。

　施設の新体系移行に伴い、事業所及び利用者が増加しており，今後
も、特別支援学校卒業生などの利用拡大が見込まれる。

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

人分

人分

療養介護 人分

　利用がリピーター化し、長期利用者や定期利用者の増加に伴って稼
働率が上昇しているため、緊急時の利用が困難な状況となっている。

短期入所

時間分
(3月分)

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

重度障がい者等包括支援

時間分
(3月分)

計画した見込み量に対し
て，達成できなかった
(60％未満)

生活介護

人日分
(3月分)

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

人分

指定事業所がないため，今後、指定事業所を確保する必要がある。

【資料４】
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24年度 25年度 26年度

24年度達成率
(%)

（実績(b)/計画
(a)）

達成状況 評価と課題単位サービス種別

計画(a) 2,618 3,080 3,982

実績(b) 2,948 112.6

計画(a) 119 140 181

実績(b) 134 112.6

計画(a) 1,210 1,430 1,760

実績(b) 1,408 116.4

計画(a) 55 65 80

実績(b) 64 116.4

計画(a) 19,118 19,602 20,108

実績(b) 23,276 121.7

計画(a) 869 891 914

実績(b) 1,058 121.7

計画(a) 22 22 22

実績(b) 484 2,200.0

計画(a) 1 1 1

実績(b) 22 2,200.0

計画(a) 858 1,034 1,232

実績(b) 1,562 182.1

計画(a) 39 47 56

指
定
障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

達成できた(100％以上)

達成できた(100％以上)

自立訓練（機能訓練）

人日分
(3月分)

自立訓練（生活訓練）

人日分
(3月分)

達成できた(100％以上)

人分

　施設の体系移行に伴い，利用者が増加し見込を上回った。

人分

就労継続支援（B型）

人日分
(3月分)

　新規事業所が開設されたことに伴い、利用者が増加し見込みを上
回った。

人分

人日分
(3月分)

　新規事業所が開設されたことに伴い、利用者が増加し見込みを上
回った。

達成できた(100％以上)

人分

　施設の体系移行に伴い，利用者が増加し見込を上回った。

　施設の体系移行に伴い、利用者が増加し見込みを上回った。

人分

就労継続支援（A型）

人日分
(3月分)

達成できた(100％以上)

就労移行支援

実績(b) 71 182.1

計画(a) 630 630 630

実績(b) 629 99.8

計画(a) 175 205 235

実績(b) 160 91.4

計画(a) 114 134 154

実績(b) 123 107.9

計画(a) 197 392 589

実績(b) 198 100.5

計画(a) 14 14 14

実績(b) 4 28.6

計画(a) 16 20 24

実績(b) 5 31.3

　地域移行の観点から，新規住居の開設を増やしていく必要がある
（※精神障がい者施設等がグループホームに移行(定員52名分)したこ
とに伴い、利用者数が増加した）

　地域移行の観点から，新規住居の開設を増やしていく必要がある。

　入所が望まれる強度行動障がい等の待機者の処遇改善が必要となっ
ている。※児童福祉施設の入所者のうち、18歳以上の者(加齢児)につ
いて、児童福祉法の改正(H24.4)により，障害者総合支援法の対象
（21人※629人に含まない）となった。

　計画値を達成したが，今後も相談支援専門員の確保が必要となって
いる。

　指定一般相談支援事業所の確保が必要となっている。

達成できた(100％以上)

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

計画した見込み量に対し
て，達成できなかった
(60％未満)

達成できた(100％以上)

相
談
支
援

計画相談支援 人(月)
達成できた(100％以上)

地域移行支援 人(月)
計画した見込み量に対し
て，達成できなかった
(60％未満)

地域定着支援 人(月)

居
住
系

サ
ー

ビ
ス

施設入所支援 人分

共同生活介護（ケアホーム） 人分

共同生活援助（グループホーム） 人分

人分

　指定一般相談支援事業所の確保が必要となっている。
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24年度 25年度 26年度

24年度達成率
(%)

（実績(b)/計画
(a)）

達成状況 評価と課題単位サービス種別

計画(a) 9 9 9

実績(b) 9 100.0

計画(a) 有 有 有

実績(b) 無

計画(a) 有 有 有

実績(b) 有

計画(a) 有 有 有

実績(b) 有

計画(a) 4 5 6

実績(b) 6 150.0

計画(a) 11 11 11

実績(b) 11 100.0

計画(a) 1,673 1,737 1,801

実績(b) 2,074 124.0

計画(a) 55 55 55

実績(b) 58 105.5 達成できた(100％以上)

計画(a) 215 230 244

実績(b) 193 89.8

計画(a) 267 271 275

地
域
生
活
支
援
事
業

　各区の手話通訳業務の統一化を図る必要がある。

　地域移行を希望する者の相談が増えており、ニーズに即したグルー
プホーム等の体制整備が求めらる。

　今後も実情に合った給付を行うため、給付品目や基準額などを見直
す必要がある。

　パソコン要約筆記者の養成が必要である。

　今後も実情に合った給付を行うため、給付品目や基準額などを見直
す必要がある。

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)
達成できた(100％以上)

　制度の周知が進み，一定程度の用具が普及されたが、今後も実情に
合った給付を行うため、給付品目や基準額などを見直す必要がある。

達成できた(100％以上)

達成できた(100％以上)

日
常
生
活
用

在宅療養等支援用具 件(年)

介護訓練支援用具 件(年)

自立生活支援用具 件(年)

コミュ
ニケー
ション
支援事

業

手話通訳者設置事業 人
達成できた(100％以上)

手話奉仕員・要約筆記奉仕員派
遣事業

派遣延べ
人数(年）

達成できた(100％以上)

実施の
有無

成年後見制度利用支援事業 人(年)
達成できた(100％以上) 　助成費用や対象者要件を明確にするため，事務取扱要領を策定し，

事業の拡大を図った。

　全区へ相談支援事業者を配置し，スキルアップに努めるとともに，
現行の相談支援体制の課題の検証に着手した。

相
談
支
援
事
業

障がい者等相談支援事業 箇所
達成できた(100％以上)

基幹相談支援センター
設置の
有無

計画した見込み量に対し
て，達成できなかった
(60％未満)

市町村相談支援機能強化事業
実施の
有無

住宅入居等支援事業

　モデル事業として一部の地域での設置を検討したが、市全体の相談
支援体制構想に基づく必要があるため、運営事務局会議を中心に継続
して検討している。

　運営事務局会議を再編し、課題を整理するとともに、年2回全体会
で解決に向けて議論する時間を拡大した。

実績(b) 270 101.1

計画(a) 228 248 267

実績(b) 208 91.2

計画(a) 12,755 13,076 13,397

実績(b) 12,270 96.2

計画(a) 51 59 66

実績(b) 32 62.7

計画(a) 757 783 811

実績(b) 1,020 134.7

計画(a) 91,064 95,707 100,584

実績(b) 102,917 113.0

計画(a) 36 38 40

実績(b) 42 116.7

計画(a) 751 781 811

実績(b) 770 102.5

地
域
活
動
支
援

セ
ン
タ
ー

業

　制度の周知が進み，一定程度の用具が普及されたが、今後も実情に
合った給付を行うため、給付品目や基準額などを見直す必要がある。

す必要がある。

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)
計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

基礎的事業（自市分）

箇所
達成できた(100％以上)

移動支援事業

人
達成できた(100％以上)

延時間
(年）

人

　区によって箇所数に偏りがあるため、区ごとの適正な配置が必要で
ある。

件(年)

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費）

件(年)

　サービス対象地域に差があるため、地域格差を解消する必要があ
る。

　今後，当制度の周知を図る必要がある。

　制度の周知が進み，一定程度の用具が普及されたが、今後も実情に
合った給付を行うため、給付品目や基準額などを見直す必要がある。

計画した見込み量に対し
て，やや達成できなかった
(60％以上～80％未満)

用
具
給
付
等
事
業

在宅療養等支援用具 件(年)

情報・意思疎通支援用具 件(年)

排せつ管理支援用具
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24年度 25年度 26年度

24年度達成率
(%)

（実績(b)/計画
(a)）

達成状況 評価と課題単位サービス種別

計画(a) 2 2 2

実績(b) 2 100.0

計画(a) 17 17 17

実績(b) 23 135.3

計画(a) 28 31 34

実績(b) 30 107.1

計画(a) 675 720 765

実績(b) 619 91.7

計画(a) 2 2 2

実績(b) 2 100.0

計画(a) 17 17 17

実績(b) 19 111.8

計画(a) 1 1 1

実績(b) 1 100.0

計画(a) 650 650 650

実績(b) 893 137.4

計画(a) 1 1 1

実績(b) 1 100.0

計画(a) 20,608 23,369 26,500

地
域
生
活
支
援

地
域
活
動
支
援

セ
ン
タ
ー

計画した見込み量に対し
て，やや達成できなかった

　放課後等デイサービスへ転換した事業所もあり，見込み量には達し
なかった。

　市内施設の確保が必要である。

　区によって箇所数に偏りがあるため、区ごとの適正な配置が必要で
ある。

人(年)

障がい児等療育支援事業 箇所
達成できた(100％以上) 　障がい児ワンストップ相談事業として統括コーディネーターと地域

の障がい児支援コーディネーターと連携し継続した支援を行ってい
る。

　平成24年度から相談員を1名増員して事業の拡大を図ったことによ
り，件数が昨年度の約1.3倍に伸びた。

達成できた(100％以上)

発達障がい者支援センター運営事業

箇所

機能強化事業（他市町村分）

箇所
達成できた(100％以上)

人

機能強化事業（自市分）

箇所
計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

人

日中一時支援事業 日分(年）

基礎的事業（他市町村分）

箇所
達成できた(100％以上)

人

　市内施設の確保が必要である。

実績(b) 15,218 73.8

計画(a) 240 240 240

実績(b) 435 181.4

計画(a) 56 60 64

実績(b) 59 105.4

計画(a) 2,318 2,758 3,282

実績(b) 2,116 91.3

計画(a) 2 2 2

実績(b) 2 100.0

計画(a) 20 20 20

実績(b) 16 80.0

計画(a) 1 1 1

実績(b) 1 100.0

計画(a) 151 156 161

実績(b) 112 74.2

計画(a) 140 150 160

実績(b) 106 75.7

援
事
業

そ
の
他
の
支
援
事
業

　今後，当制度の周知を図る必要がある。

　平成23年度より試験合格が登録条件となり、奉仕員登録が難しく
なったため。

　教育・医療機関と連携することで、潜在的なニーズを掘り起こす必
要がある。

　旧法施設からの移行を見込んでいたが，移行しなかったため。

　新体系へ完全移行したため，旧法施設で対象となっていた者が減少
した。

　新規利用者が増加したため。

て，やや達成できなかった
(60％以上～80％未満)
達成できた(100％以上)

達成できた(100％以上)

　新規利用者が増加したため。（居宅介護希望者で，区分認定調査の
結果，非該当だった人が増加した）

なかった。

計画した見込み量に対し
て，やや達成できなかった
(60％以上～80％未満)

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

計画した見込み量に対し
て，やや達成できなかった
(60％以上～80％未満)

人

障がい者ＩＴサポートセンター
運営事業

箇所
達成できた(100％以上)

計画した見込み量に対し
て，ほぼ達成できた(80％
以上～100％未満)

福祉ホーム事業

箇所

手話奉
仕員等
養成研
修事業

手話奉仕員養成研修
登録者数
（人）

要約筆記奉仕員養成研修
登録者数
（人）

そ
の
他
の
支
援
事
業

人

更生訓練費・施設入所者就職支
度金給付事業

件(年）

日中 時支援事業 日分(年）

生活サポート事業
延時間
(年）

訪問入浴サービス事業
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